


















































役員を除く雇用者 4907［100.0］ 4908［1 0.0］ 4940［100.0］ 


























役員を除く雇用者 4895［1000］ 5001［100.0］ 5021［1000］ 
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派遣労働者計 男 女





















運輸業 99,400（10.4） [100.ｏ］ [72.0］ [28.0］ 
卸売・小売業 128,500（１３．４） [100.0］ [22.9］ [77.1］ 








































































































1４ 6６ 1３１ ９ ８ ５ 





















































































































































































































































































2006 489 405 904 215 494 294 743 432 
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ザーは処罰を免れる。結果として偽装請負は野放し状態となるであろう。
(3)lLO181号条約の遵守
第３の課題は，ILO181号条約で明記されている労働者保護の諸事項が実
現されるように具体的措置を講じることである。さしあたり，実態のある３６
協定締結なしに間接雇用の労働者が残業していること"，短期契約を繰り返
すことで社会保険の適用を受けられないこと，職業訓練の機会が保障されて
いないこと23,結社の自由および団体交渉の権利を事実上行使できない状況
にあること24,などの改善が必要である。
たとえば，人材仲介業者によって供給された労働者が団結権を行使しよう
とすると，供給先（派遣先）は派遣契約や請負契約を破棄し，業者は労働者
を解雇する結果，労働者は失業に陥るという事例が発生している（萬井・山
崎２００３：２６頁)。ILO181号条約の趣旨に反する事態である。
(4)直接雇用の原則の再確認
労働者派遣法の制定までは，間接雇用は厳格に定義した業務請負に限って
認められていた。派遣法によって直接雇用の原則が緩和されたが，それによっ
て生ずる弊害が明らかになった今日では，直接雇用が本来の雇用の原則であ
ることを明確に打ち出すことが必要である。かつて「派遣という働き方は本
人の希望に合致した就労形態であり，規制すべきでない」との議論があった
が，下記のとおり近年の調査結果は派遣労働者から正規雇用への転換を求め
る声が多数派になっていることを示している。
2002年実施の厚生労働省調査では，登録型派遣労働者のなかで「今後も派遣労働者と
して働きたい」という意見が33.4％あったのに対し，「できるだけ早い時期に正社員と
して働きたい｣，「家庭の条件が整えば正社員として働きたい」と答えた人はそれぞれ
30.8％，１３６％であった(厚生労働省2002)。東京都調査では，今後希望する働き方につ
いて，「できれば正社員として働きたい」が最も多く37.2％（1998年調査では30.4％)，
ついで「今のところはっきりしない」が29.4％（同，３１１％）で，「派遣の仕事をずっと
続けていきたい」は26.1％（同，29.0％）である（東京都産業労働局2003)。
また派遣労働ネットワークの派遣スタッフアンケート調査によれば，今後の働きかた
について「できれば正社員で」という声は1998年30％，2001年34％，2004年62％と次第
－１９－ 
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に増加傾向にある。さらに厚生労働省が2004年に実施した調査では，「正社員として雇
用してほしい」という項目が，派遣先に対する派遣労働者の要望事項のトップに位置し
ている（厚生労働省2005ｂ)。
むすび
規制緩和政策のもとでの間接雇用の拡大は，人材仲介業のビジネスチャン
スを拡大するとともに，ユーザー（派遣先，注文主企業）の人件費を削減し
収益力を高めることに大いに貢献した25．他方，間接雇用形態の労働者に対
する雇用主責任は，その代行サービスを商品化し，市場競争にゆだねること
で空洞化が進んだ。派遣労働者や業務請負労働者の賃金も切り下げられる傾
向にある26．派遣労働者など間接雇用形態で働く労働者に対する保護の制度
的枠組みを用意しないまま，直接雇用の原則を緩和（労働者派遣事業の合法
化＝労働者供給事業の部分的容認）し，人材仲介業の市場化を促進したこと
が今日の問題を引き起こしている。
いま求められていることは，間接雇用の拡大がもたらしている脱法状態の
解消と違法な労働者供給事業（偽装請負，違法派遣）に対する規制措置であ
る。ILO181号条約の趣旨に沿って労働者保護措置を明確にすること，直接
雇用が本来の雇用の原則であることを再確認することも重要である。とりわ
け，間接雇用がもたらす弊害が若年層に集中していることを考えると，その
改革が急がれるべきである27。
[付記］本稿は，社会政策学会第111回大会非定型労働部会（2005年１０月，
北海道大学）における報告要旨に加筆したものである。
注
１厚生労働省が2002年に実施した派遣労働と業務請負に関する調査結果によれば
（厚生労働省2002)，調査対象となった派遣労働者の８割近くを20代（360％）と３０
代（39.6％）が占めている。また請負労働者では20代（43.2％)，３０代（286％）で
７割を超えている。また，厚生労働省（2005b）によれば，派遣労働者の年齢別構
成は，１５～34歳の若年層が女性で64.0％，男性では55.3％である。
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２本稿で取り上げた論点のいくつかは，すでに別稿（伍賀2005ａ）において提起
しているが，そこで不十分であった点に検討を加え追加した。
３この派遣労働者の中には派遣企業への登録者（ただし１年間に一度は派遣労働
者として就労した者に限る）を含み，しかも派遣労働者の多くは複数の派遣元に
登録しているため実数よりもかなり多く計上されている。
４厚生労働省（2005ｂ）によれば，製造業における請負労働者がいる事業所の割
合は全体で307％，うち従業員規模500人以上の事業所では79.2％にのぼる。
52003年12月，全国の公共職業安定所12所において実施した調査結果によれば，
同年11月の新規求人数５万9,367人のうち，請負求人は１万6,664人（281％)，派遣
求人は3,459人（5.8％）であった（厚生労働省「労働力需給のミスマッチの状況に
関する調査結果について」http://www,mhlw・gojp/houdou/2004/01/hO113-3bhtml#betsu
（2005年８月31日閲覧))。
６厚生労働省（2002）では，業務請負業者のなかで請負労働者に対する教育訓練
を実施している事業所55.7％，実施していない事業所374％であった。後者のうち
平均教育訓練期間は「１日～２日」が35.2％，「３～６日」は25.4％である。
７この項については伍賀（2005ｂ：50-55頁）を参照されたい。
８http://www・mhlwgojp/general/seido/anteikyoku/manual/dl/19.pdf（2005年９月23日閲
覧）
９電機産業における業務請負の実態については戸室（2004）を参照されたい。
１０指名料金を請負料金の価格表に掲載している請負業者もある。
11職業安定法第５条は「労働者供給」を「供給契約に基づいて労働者を他人の指
揮命令を受けて労働に従事させること」と定義した。
１２厚生労働省「労働者供給事業の意義等」
http:"www・mhlwgojp/general/seido/anteikyoku/(jukyu/kyoukyu/dl/01.pdf（2005年９月
２４日閲覧)。
１３この項については伍賀（2005ａ）をあわせて参照されたい。
１４「派遣会社と顧客（ユーザー会社）との取引では，売買対象は派遣会社が購入
したままの労働力商品ではない。売買対象になるのは－やや機械的で形式的な
表現をすれば－派遣労働（力）に一体化された派遣会社のサービスである。い
いかえれば，顧客は，労働者の募集・選別・調査・訓練・連絡・調整・管理等に
よって可能となったJust-In-Timeによる労働提供に料金を払うのである。このサー
ビスは，労働力または時間決めによるその提供と分離できない｡」（水谷１９９３：４２
頁）
１５「事業主は，その雇用する労働者に対し，必要な職業訓練を行うとともに，そ
の労働者が自ら職業に関する教育訓練又は職業能力検定を受ける機会を確保する
ために必要な援助その他その労働者が職業生活設計に即して自発的な職業能力の
開発及び向上を図ることを容易にするために必要な援助を行うこと等によりその
－２１－ 
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労働者に係る職業能力の開発及び向上の促進に努めなければならない｡」（職業能
力開発促進法，第４条）
１６労働省「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備
等に関する法律（第３章第４節関係）の施行について」（基発第333号)。萬井氏ら
によれば，「同通達は，労働者供給元と労働者との間に労働契約が締結されている
場合には，供給先企業に労働者を雇用させることを約しない限り，労働者供給に
は該当しない，とする解釈論をとると同時に，派遣の形式をとっているものは，
違法であっても派遣法によって対処する，つまり違法派遣は労働者供給とはみな
さず，したがって職業安定法を適用しない，という法運営の姿勢をとったのであ
る」（萬井・山崎２００３：８頁)。
１７「労働者供給事業を禁止する職安法44条違反の場合は，供給元だけでなく供給
先もまた科罰の対象とされるが，労働者派遣法は，許可・届出がない業者による
派遣や対象外の業務についての派遣に関しては，もっぱら派遣元を取締りの対象
とし，派遣元だけが刑罰を受けるという法の構造の違いが存在する｡」（萬井２００３：
２頁）
１８ただし，派遣労働者の労働組合との団体交渉応諾義務があるのは派遣元だけで
はなく，場合によっては派遣先もその義務を免れない。1995年２月，最高裁は朝
日放送事件の上告審判決で「その労働者の基本的な労働条件等について，雇用主
と部分的とはいえ同視できる程度に現実的かつ具体的に支配，決定することがで
きる地位にある場合には，右事業主は労働組合法７条の「使用者」に当たるもの」
との判断を示している（脇田2000)。
１９派遣業界の競争激化で派遣先への売り込みのため，「５日間無料貸出」「１ヶ月
間35％オフ」などの宣伝広告が行われているという（大阪労災職業病対策連絡会
「労働と健康』第185号，2004年９月１日)。
２０大手人材派遣業者の大阪支店副支店長の過労自殺も発生し（2003年12月)，天満
労働基準監督署は労災認定をしている（｢毎日新聞」2005年３月３日付，夕刊)。
２１厚生労働省（2002）によれば，派遣労働者が苦情がある場合，かれらの63.5％が
派遣元責任者に申し出ているが，37.2％が「あまり解決しなかった｣，また280％
が「まったく解決しなかった」と回答している。その理由として，「派遣元が問題
解決に消極的である｣，「派遣元責任者が問題解決に消極的である」がそれぞれ30.0
％，21.6％である。
２２厚生労働省（2002）では，登録型派遣労働者のうち，１１５％が「ほとんど毎日残
業がある｣，17.1％が「週２～３日程度ある」と回答している。「ほとんどない」
（32.4％）および「まったくない」（16.0％）をあわせても半数以下である。
２３厚生労働省（2002）では，登録型派遣労働者のうち57.1％が「教育訓練を受けて
いない」と回答している。
２４厚生労働省（2002）では派遣労働者3,460人（登録型派遣労働者1,493人，常用労
－２２－ 
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働者1,801人）のうち，何らかの労働組合に加入している者は276人（8.0％）であ
る（派遣会社の組合に加入している者202人，派遣先組合38人，その他の労働組合
３６人)。
２５日本経済新聞社が上場企業を対象にした集計では，利益を出すのに必要な売上
げの水準を示す損益分岐点比率は2004年度に過去25年間で最低となった。それだ
け企業の収益力が改善したことを示している（｢日本経済新聞」2005年９月17日付)。
２６派遣労働ネットワークが実施した派遣スタッフに対する2004年アンケート調査
結果によれば，平均時給（全国）は1,430円で，2001年（1,465円）よりも低下した。
1994年（1,704円)，1998年（1,660円）と比べると大幅な低下である。また，東京
都が2002年に実施した調査（登録型派遣労働者調査）でも「26業務」の平均賃金
は1,457円で1998年度の1,733円から276円も低下している（東京都産業労働局2003)。
２７厚生労働省内に設けられている雇用政策研究会報告（｢人口減少下における雇用・
労働政策の課題」2005年７月）も，今日の業務請負について，「近年増加している
業務請負については，不安定雇用や能力開発等の面で課題もみられるとの声もあ
ることから，実態を把握した上で，望ましい働き方についてのルールを検討する｡」
と述べている。
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